
【様式第１号】

全体貸借対照表
（令和 4年 3月31日現在）

（単位：千円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】
固定資産 96,450,653 固定負債 33,129,782 

有形固定資産 90,420,691 地方債等 23,369,208 
事業用資産 30,600,353 長期未払金 - 

土地 16,538,121 退職手当引当金 2,161,190 
立木竹 64,581 損失補償等引当金 - 
建物 29,133,471 その他 7,599,384 
建物減価償却累計額 △ 17,573,220 流動負債 3,060,407 
工作物 5,680,728 １年内償還予定地方債等 2,576,407 
工作物減価償却累計額 △ 3,261,566 未払金 278,875 
船舶 - 未払費用 - 
船舶減価償却累計額 - 前受金 31,000 
浮標等 - 前受収益 - 
浮標等減価償却累計額 - 賞与等引当金 139,593 
航空機 - 預り金 34,624 
航空機減価償却累計額 - その他 △ 92 
その他 - 36,190,189 
その他減価償却累計額 - 【純資産の部】
建設仮勘定 18,239 固定資産等形成分 102,896,757 

インフラ資産 59,571,342 余剰分（不足分） △ 33,120,320 
土地 6,642,664 
建物 1,607,036 
建物減価償却累計額 △ 473,423 
工作物 99,328,701 
工作物減価償却累計額 △ 49,395,629 
その他 3,031,536 
その他減価償却累計額 △ 1,717,724 
建設仮勘定 548,182 

物品 1,250,825 
物品減価償却累計額 △ 1,001,830 

無形固定資産 619,064 
ソフトウェア 1,598 
その他 617,466 

投資その他の資産 5,410,898 
投資及び出資金 482,228 

有価証券 321,791 
出資金 160,437 
その他 - 

投資損失引当金 - 
長期延滞債権 126,816 
長期貸付金 7,715 
基金 4,819,322 

減債基金 - 
その他 4,819,322 

その他 - 
徴収不能引当金 △ 25,183 

流動資産 9,515,973 
現金預金 4,290,619 
未収金 281,511 
短期貸付金 - 
基金 4,930,082 

財政調整基金 3,728,494 
減債基金 1,201,588 

棚卸資産 7,890 
その他 19,849 
徴収不能引当金 △ 13,979 

繰延資産 - 69,776,437 
105,966,625 105,966,625 

負債合計

純資産合計
資産合計 負債及び純資産合計



【様式第２号】

全体行政コスト計算書
自　令和 3年 4月 1日
至　令和 4年 3月31日

（単位：千円）

金額

経常費用 25,709,552 

業務費用 11,247,545 

人件費 3,328,428 

職員給与費 2,242,909 

賞与等引当金繰入額 138,163 

退職手当引当金繰入額 169,071 

その他 778,285 

物件費等 7,106,082 

物件費 3,860,667 

維持補修費 108,890 

減価償却費 3,080,066 

その他 56,460 

その他の業務費用 813,035 

支払利息 230,474 

徴収不能引当金繰入額 39,293 

その他 543,268 

移転費用 14,462,007 

補助金等 11,672,333 

社会保障給付 2,756,875 

他会計への繰出金 - 

その他 32,799 

経常収益 1,979,553 

使用料及び手数料 1,215,620 

その他 763,933 

純経常行政コスト 23,729,999 

臨時損失 117,550 

災害復旧事業費 42,195 

資産除売却損 75,261 

投資損失引当金繰入額 - 

損失補償等引当金繰入額 - 

その他 94 

臨時利益 97,868 

資産売却益 97,706 

その他 162 

純行政コスト 23,749,680 

科目



【様式第３号】

全体純資産変動計算書
自　令和 3年 4月 1日
至　令和 4年 3月31日

（単位：千円）

固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）

前年度末純資産残高 69,210,549 102,338,775 △ 33,128,226 

純行政コスト（△） △ 23,749,680 △ 23,749,680 

財源 24,510,272 24,510,272 

税収等 14,726,397 14,726,397 

国県等補助金 9,783,875 9,783,875 

本年度差額 760,593 760,593 

固定資産等の変動（内部変動） 559,937 △ 559,937 

有形固定資産等の増加 2,893,423 △ 2,893,423 

有形固定資産等の減少 △ 3,400,435 3,400,435 

貸付金・基金等の増加 2,751,526 △ 2,751,526 

貸付金・基金等の減少 △ 1,684,576 1,684,576 

資産評価差額 - - 

無償所管換等 △ 1,956 △ 1,956 

その他 △ 192,749 0 △ 192,749 

本年度純資産変動額 565,888 557,982 7,906 

本年度末純資産残高 69,776,437 102,896,757 △ 33,120,320 

科目 合計



【様式第４号】

全体資金収支計算書
自　令和 3年 4月 1日
至　令和 4年 3月31日

（単位：千円）

金額

【業務活動収支】
業務支出 22,429,044 

業務費用支出 7,967,037 
人件費支出 3,172,595 
物件費等支出 4,117,511 
支払利息支出 230,474 
その他の支出 446,458 

移転費用支出 14,462,007 
補助金等支出 11,672,333 
社会保障給付支出 2,756,875 
他会計への繰出支出 - 
その他の支出 32,799 

業務収入 25,548,887 
税収等収入 14,758,319 
国県等補助金収入 9,097,186 
使用料及び手数料収入 1,238,156 
その他の収入 455,225 

臨時支出 42,289 
災害復旧事業費支出 42,195 
その他の支出 94 

臨時収入 507,532 
業務活動収支 3,585,086 
【投資活動収支】

投資活動支出 5,234,517 
公共施設等整備費支出 2,619,602 
基金積立金支出 1,109,815 
投資及び出資金支出 - 
貸付金支出 1,505,100 
その他の支出 - 

投資活動収入 2,401,861 
国県等補助金収入 788,982 
基金取崩収入 10,000 
貸付金元金回収収入 1,505,100 
資産売却収入 97,779 
その他の収入 - 

投資活動収支 △ 2,832,656 
【財務活動収支】

財務活動支出 2,563,438 
地方債等償還支出 2,563,438 
その他の支出 - 

財務活動収入 2,114,345 
地方債等発行収入 2,114,345 
その他の収入 - 

財務活動収支 △ 449,093 
本年度資金収支額 303,336 
前年度末資金残高 3,952,659 
本年度末資金残高 4,255,995 

前年度末歳計外現金残高 47,037 
本年度歳計外現金増減額 △ 12,413 
本年度末歳計外現金残高 34,624 
本年度末現金預金残高 4,290,619 

科目



1　重要な会計方針

(1)　有形固定資産等の評価基準及び評価方法

①　有形固定資産･･････････････････････････････取得原価
　　ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。
　ア　昭和59年度以前に取得したもの･････････････････････再調達原価
　　ただし、道路、河川及び水路の敷地においては備忘価額1円としています。
　イ　昭和60年度以後に取得したもの
　　取得原価が判明しているもの････････････････取得原価
　　取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価
　　　ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額1円としています。
②　無形固定資産･･････････････････････････････原則として取得原価
　　ただし、取得原価が不明なものは、再調達原価としています。

(2)　有価証券等の評価基準及び評価方法

①　満期保有目的有価証券･･････････････････････償却原価法（定額法）
②　満期保有目的以外の有価証券
　ア　市場価格のあるもの･･････････････････････会計年度末における市場価格
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （売却原価は移動平均法により算定。）
　イ　市場価格のないもの･･････････････････････取得原価（又は償却原価法（定額法））
③　出資金
　ア　市場価格のあるもの･･････････････････････会計年度末における市場価格
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （売却原価は移動平均法により算定）
　イ　市場価格のないもの･･････････････････････出資金額

(3)　有形固定資産等の減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法
　　　なお、主な耐用年数は以下のとおりです。
　　　　建物　　 15年～50年
　　　　工作物　  5年～50年
　　　　物品 　　 3年～10年
　　ただし、一部の連結対象団体については定率法によっています。
②　無形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法
　　（ソフトウェアについては、庁内における見込利用期間（5年）に基づく定額法によっています。）
③　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産（リース期間が1年以内のリース取引及びリース契約1
件あたりのリース料総額が300万円以下のファイナンス・リース取引を除きます。）
　　　･･･････････自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法

(4)　引当金の計上基準及び算定方法

①　徴収不能引当金
　　未収金については、過去5年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上しています。
　　ただし、一部の連結対象団体においては、法人税法に規定する法定繰入率に基づく繰入限度額によっていま
す。
　　長期延滞債権については、過去5年間の平均不納欠損率により（又は個別に改修可能性を検討し）、徴収不能
見込額を計上しています。
　　長期貸付金については、過去5年間の平均不納欠損率により（又は個別に改修可能性を検討し）、徴収不能見
込額を計上しています。
　　また、地方公営企業法に属する会計については、それぞれの会計基準に基づき計上しています。
②　退職手当引当金
　　期末自己都合要支給額を計上しています。
　　ただし、一部の連結対象団体においては、主として期末における退職給付債務及び年金資産の見込み額に基づ
き計上しています。
　　また、地方公営企業法に属する会計については、それぞれの会計基準に基づき計上しています。
③　損失補償等引当金
　　履行すべき額が確定していない損失補償債務等のうち、地方公共団体の財政の健全化に関する法律に規定する
将来負担比率の算定に含めた将来負担額を計上しています。
　　また、地方公営企業法に属する会計については、それぞれの会計基準に基づき計上しています。
④　賞与等引当金
　　翌年度6月支給予定の期末手当、勤勉手当等及びそれらに係る法定福利費相当額の見込額について、それぞれ
本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。
　　また、地方公営企業法に属する会計については、それぞれの会計基準に基づき計上しています。

注記



(5)　リース取引の処理方法

①　ファイナンス・リース取引
　　通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。
②　オペレーティング・リース取引
　　通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

(6)　連結資金収支計算書における資金の範囲

　地方自治法第235条の4第2項に規定する歳入歳出外現金を除く現金としています。

2　追加情報（財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項）

(1)　連結対象団体について

連結対象
全体財務書類の対象範囲は次のとおりです。
　国民健康保険特別会計
　後期高齢者医療特別会計
　介護保険特別会計
　水道事業会計
  下水道事業会計

(2)　出納整理期間について

　地方自治法第235条の5に基づき、出納整理期間を設けられている団体（会計）においては、出納整理期間におけ
る現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としています。
　なお、出納整理期間を設けていない団体（会計）と出納整理期間を設けている団体（会計）との間で、出納整理
期間に現金の受払い等があった場合は、現金の受払い等が終了したものとして調整しています。

(3)　表示金額単位

　千円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。



全体附属明細書

１．全体貸借対照表の内容に関する明細

（１）資産項目の明細

①有形固定資産の明細 （単位：千円）

区分 前年度末残高
(A)

本年度増加額
(B)

本年度減少額
(C)

本年度末残高
(A)+(B)-(C)

(D)

本年度末
減価償却累計額

(E)
本年度償却額

(F)

本年度末
減損損失累計額

(G)

本年度減損額
(H)

差引本年度末残
高

(D)-(E)-(G)

事業用資産 51,088,158 1,734,956 1,387,974 51,435,140 20,834,786 808,666 0 0 30,600,353

　土地 16,503,328 34,900 107 16,538,121 0 0 0 0 16,538,121

　立木竹 63,702 879 0 64,581 0 0 0 0 64,581

　建物 28,808,712 518,504 193,745 29,133,471 17,573,220 639,719 0 0 11,560,251

　工作物 5,519,716 473,132 312,120 5,680,728 3,261,566 168,946 0 0 2,419,162

　船舶 0 0 0 0 0 0 0 0 0

　浮標等 0 0 0 0 0 0 0 0 0

　航空機 0 0 0 0 0 0 0 0 0

　その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0

　建設仮勘定 192,700 707,541 882,002 18,239 0 0 0 0 18,239

インフラ資産 109,162,205 3,357,471 1,361,558 111,158,118 51,586,776 1,802,298 0 0 59,571,342

　土地 6,626,132 18,575 2,043 6,642,664 0 0 0 0 6,642,664

　建物 1,607,036 0 0 1,607,036 473,423 38,248 0 0 1,133,613

　工作物 97,541,025 1,800,551 12,875 99,328,701 49,395,629 1,654,252 0 0 49,933,072

　その他 2,948,541 86,932 3,938 3,031,536 1,717,724 109,798 0 0 1,313,812

　建設仮勘定 439,471 1,451,413 1,342,703 548,182 0 0 0 0 548,182

物品 1,227,849 27,674 4,698 1,250,825 1,001,830 35,673 0 0 248,995

合計 161,478,213 5,120,101 2,754,230 163,844,083 73,423,393 2,646,636 0 0 90,420,691



②有形固定資産の行政目的別明細 （単位：千円）

区分
生活インフラ・

国土保全
教育 福祉 環境衛生 産業振興 消防 総務 その他 合計

事業用資産 5,938,349 14,124,311 1,684,572 493,032 2,058,096 445,061 5,856,932 0 30,600,353

　土地 4,300,051 6,448,356 695,059 386,702 496,692 117,794 4,093,467 0 16,538,121

　立木竹 748 0 0 0 0 0 63,833 0 64,581

　建物 1,285,133 6,869,740 975,082 23,574 1,081,250 308,473 1,017,000 0 11,560,251

　工作物 338,270 795,238 13,507 82,756 478,868 18,794 691,729 0 2,419,162

　船舶 0 0 0 0 0 0 0 0 0

　浮標等 0 0 0 0 0 0 0 0 0

　航空機 0 0 0 0 0 0 0 0 0

　その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0

　建設仮勘定 14,148 10,978 924 0 1,285 0 △ 9,096 0 18,239

インフラ資産 59,116,055 14,583 0 733 422,412 238 17,323 0 59,571,342

　土地 6,407,558 0 0 0 235,107 0 0 0 6,642,664

　建物 1,133,613 0 0 0 0 0 0 0 1,133,613

　工作物 49,723,478 14,583 0 733 185,127 238 8,914 0 49,933,072

　その他 1,311,634 0 0 0 2,178 0 0 0 1,313,812

　建設仮勘定 539,773 0 0 0 0 0 8,409 0 548,182

物品 3,944 188,518 6,893 1,368 19,043 13,359 15,871 0 248,995

合計 65,058,348 14,327,411 1,691,465 495,133 2,499,550 458,657 5,890,126 0 90,420,691


